
中山間地域等直接支払制度

第４期対策（平成27～31年度）
の概要について

平成28年度における一部改正
について



加算措置の変更①

第３期（22～26年度）

・集落連携促進加算
田・畑 2,000円/10a

・小規模・高齢化集落
支援加算
田 4,500円/10a
畑 1,800円/10a

・集落連携・機能維持加算（拡充）

①協定の広域化

田・畑 3,000円/10a

②小規模・高齢化集落の支援

田 4,500円/10a

畑 1,800円/10a

１．第４期対策（平成27～31年度）の概要について

第４期（27～31年度）

・規模拡大加算
・土地利用調整加算
・法人設立加算

廃止



加算措置の変更②

・超急傾斜農地保全管理加算

超急傾斜の農地（田1/10以上、畑20度以上の傾斜）

のうち、その保全や有効活用に関する活動等に取り組

む集落を支援 田・畑 6,000円/10a

１．第４期対策（平成27～31年度）の概要について

（新規）



１） 集落戦略の作成（追加）

２．平成28年度における一部改正について

○集落戦略とは
集落の構成員が、話

し合いにより、農地や

集落の将来像（おおむ

ね10～15年後）、達成

に向けた課題、対策を

とりまとめたもの



１）集落戦略の作成

○記載例
（既存のマスタープラ

ン、その他市町計画に

定める計画の流用可）

２．平成28年度における一部改正について



２） 交付金の返還免除既定の変更（緩和）
○〔例〕協定に参

加しなかった理由

が、

２．平成28年度における一部改正について

「農業は続けるけど、

万が一耕作できなく

なったとき、交付金

の遡及返還などで、

集落に迷惑がかかる

‥」

集落戦略は、

Ｈ30/3/31までに

作成

※

※



２） 交付金の返還免除既定の変更（緩和）

緩和の内容２．平成28年度における一部改正について

事 項

耕作又は維持管理が行われ
なかった場合

多面的機能を増進させる活動
が行われなかった場合

水路・農道等の維持管理が行
われなかった場合

Ｃ要件により体制整備単価の
交付を受けている場合で、農
業者の死亡、高齢化又は病気
等により農業生産活動等の継
続が困難となった場合

現行の返還既定

全農用地分を､協定認
定年度（Ｈ27年度）から
遡及返還

全農用地分を､協定認
定年度から遡及返還

全農用地分を､協定認
定年度から遡及返還

全農用地分の交付金の
2割分を、協定認定年度
から遡及返還

返還既定（Ｈ28～）

耕作又は維持管理が行わ
れなかった部分を協定認
定年度から遡及返還

全農用地分を、行われな
かった年度以降交付しな
い

全農用地分を、行われな
かった年度以降交付しな
い

農業生産活動等の継続が
困難となった農用地分の
交付金の2割分を、協定年
度から遡及返還


